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款 項 目

■ 内部管理事務 □ 法定事務

■

（千円）
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年度 年度 年度 年度 年度

年度 年度 年度 年度

5 施策の目的そのものである。
4
3 施策の目的に沿ったものである。
2
1 施策の目的に全くそぐわない。

5 町民ニーズに直結する。
4
3 受益者のニーズは捉えている。
2
1 町民ニーズを捉えたものと言えない。

5 町が積極的に関与すべきものである。
4
3 今のところ関与は妥当と判断できる。
2
1 町が関与すべきでない。

5 町民がおおいに満足している。
4
3 町民がほぼ満足している。
2
1 町民が満足していない。

5 具体策が明確で、成果実績が向上している。
4
3 具体策が明確で、成果の向上が期待できる。
2
1 問題を解決できる目処が全く無い。

5 施策推進への貢献は多大である。
4
3 施策推進に必要である。
2
1 施策推進につながらない。

5 活動指標が向上し、新しい活動指標を設定できる。
4
3 計画・手段が効率的である。
2
1 活動指標の実績が上がらず、効率的な手段でない。

5 予算額内で目標以上の成果実績の向上が見られた。
4
3 予算額内で目標の８０％以上の実績をあげた。
2
1 成果実績に対して、予算額が過大である。

5 コスト効率が良く、サービスとのバランスが良い。
4
3 適当な受益者負担と判断できる。
2
1 コスト効率が悪く、受益者以外の負担が大きい。

5 施策の目的そのものである。
4
3 施策の目的に沿ったものである。
2
1 施策の目的に全くそぐわない。

5 町民ニーズに直結する。
4
3 受益者のニーズは捉えている。
2
1 町民ニーズを捉えたものと言えない。

5 町が積極的に関与すべきものである。
4
3 今のところ関与は妥当と判断できる。
2
1 町が関与すべきでない。

5 町民がおおいに満足している。
4
3 町民がほぼ満足している。
2
1 町民が満足していない。

5 具体策が明確で、成果実績が向上している。
4
3 具体策が明確で、成果の向上が期待できる。
2
1 問題を解決できる目処が全く無い。

5 施策推進への貢献は多大である。
4
3 施策推進に必要である。
2
1 施策推進につながらない。

5 活動指標が向上し、新しい活動指標を設定できる。
4
3 計画・手段が効率的である。
2
1 活動指標の実績が上がらず、効率的な手段でない。

5 予算額内で目標以上の成果実績の向上が見られた。
4
3 予算額内で目標の８０％以上の実績をあげた。
2
1 成果実績に対して、予算額が過大である。

5 コスト効率が良く、サービスとのバランスが良い。
4
3 適当な受益者負担と判断できる。
2
1 コスト効率が悪く、受益者以外の負担が大きい。

商工会会員数

商工会会員数の増大が、商工会組織の活性化・事業の充
実につながるものと考える。
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行政事務一般ソフト事業 施設等維持管理
新規 継続 変更
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平成

成 果 向 上 の 可 能 性 3

会員の確保、新たな事業の取り組み等により活
性化を図る必要がある。

事 業 の 効 果
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見交換・情報交換を活発にしていくことで、町
との連携及び商工会組織の強化を図っていく必
要がある。
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施 策 へ の 貢 献 度

区分年度

実　績

目　標

5,834 7,289

145.78

7,289

3,745

145.78

0.020.02

一 般 財 源 3,745
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3,745 3,745

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

事 務 事 業 名

総 合 計 画 で の
位 置 づ け

145

事 業 の 性 格

会 計 名 称

事 業 の 対 象

事 業 の 目 的

項 目

今年度の課題への
対応状況（途中経過）

① 人 工 数

② 人 件 費 単 価

③補助事業人件費

人件費(①×②－③)

向こう５年間の直接事業費の推移
（千円）

116.68

指標設定
の考え方

成果指標

9月末の執行状況

商工会の運営を円滑に進めると共に、活動の充実を図る。

改善策の具体的
取り組み（当初）

改善策の具体的
取り組み

（二次評価後）

事業の内容

事 業 活 動 の 実 績 （ 活 動 指 標 ）

23 24 24

直 接 事 業 費

人 件 費

合 計

事
業
費

地 方 債

そ の 他

3600 3600

29 5年間の合計

9月末の実績項 目 単位 年度予定

魅力づくり推進課

久芳 義則

担 当 課

所 属 長 名7 1

久山町商工会補助金交付事務

2

予 算 事 業 名

一般会計 予 算 科 目

地域資源を活かし、新たな発展を生む産業をつくる

法令根拠等

年度(予定)

久芳 文香担当責任者名（記入者）

電話番号（内線）

久山町商工会 実 施 期 間
設定なし

1800

年度実績

千円補助金交付
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款 項 目

■ 内部管理事務 □ 法定事務

■

( まちづくり活性化推進事業補助金、プレミアム商品券補助金交付事務と併せて評価を行った )

日答申期限： 月

平成 年度

【終了年度】 平成 年度(予定)
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施 策 へ の 貢 献 度

手 段 の 最 適 性

コ ス ト 効 率

受 益 者 負 担 の 適 正

自己評価は、担当者が主
に事業推進を効率的効果
的に進めたかどうかを評
価したもの。

一次評価は、担当者の自
己評価を踏まえて施策の
推進を念頭に置き、評価
したもの。

3

久芳 文香

電話番号（内線）

継続 変更

1 2

改善策の具体的
取り組み

（二次評価後）

設定なし

一般ソフト事業 施設等維持管理 行政事務

施 策 へ の 貢 献 度

3

改善策の具体的
取り組み（当初）

町 の 関 与 の 妥 当 性

事 業 の 効 果

目 的 の 妥 当 性

町 民 ニ ー ズ へ の 対 応 妥当性

事 業 の 目 的 商工会の運営を円滑に進めると共に、活動の充実を図る。 事業の内容 補助金交付

会 計 名 称 所 属 長 名 久芳 義則一般会計 予 算 科 目 7

事 務 事 業 名 担 当 課 魅力づくり推進課久山町商工会補助金交付事務 予 算 事 業 名

平成 24 年度　事務事業評価シート（裏面） 新規

□

地域資源を活かし、新たな発展を生む産業をつくる 担当責任者名（記入者）

一次評価結果より以下の点について良好と評価し、更なる事業推進を求める。

久山町商工会 実 施 期 間

成 果 向 上 の 可 能 性

□

総 合 計 画 で の
位 置 づ け

事 業 の 性 格

事 業 の 対 象

法令根拠等

提出すること。

行政評価委員会で評価する。
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断
□

□
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□

一次評価をやり直し、

月 までに事務局へ日

一次評価結果のとおり事業継続と判断するが、以下の課題を新たに追加する。

一次評価結果のとおり事業廃止と判断し、行政評価委員会に諮ることとする。

答申の内容

一次評価は以下の点で問題がある又は判断されるため、一次評価の見直しを求める。

町民サービスに直結する主要事業のため、評価そのものを行政評価委員会に諮ることとする。

一次評価結果のとおり事業縮小と判断し、行政評価委員会に諮ることとする。

指摘事項を踏まえ、事務改善、事業
推進に努め、今年度の事務事業評価
シートに反映させること。

一次評価結果のとおり事業継続と判断する。

行
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議
の
最
終
判
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□

□

■

さらに重点化する。

現状のまま継続する。

右記の点を見直しの上、継続する。

コメント欄

　商工会補助金事業は現在、久山町商工会補助金、まちづくり活性化推進事業補助
金、プレミアム商品券補助金の３つの補助金が活用されている。それぞれの補助金
は、商工会の運営を円滑に進めるとともに、活動の充実、地域の活性化を図ることを
目的とするものである。
　本町の商業は、小規模事業者が多く、近隣の大型店舗への消費者流出で消費向上が
懸念されるところである。立地としては福岡市に隣接し、トリアス久山やレイクサイ
ドホテル久山など外部から注目される施設があり、流入人口が見込めるところでもあ
る。今後、町の活性化と商業の活性化を進めていくためには町と商工会が連携し、魅
力ある事業を展開していくことが重要であり、そのためにも事業計画等を明確にし、
効果的な補助金支援を検討する必要がある。
　プレミアム商品券補助金の負担割合については、段階的に見直しを行い改善を図る
こと。

【評価　B：事務事業の進め方の改善を検討する必要がある】
　商工会自らが、活性化につながる独自の事業を展開し、新しい発想で会員増を目指していただきたい。それには、協議を重ね、
商工会自身の意識改革が必要である。
 プレミアム商品券については、町民も歓迎し、加入店舗への効果が大きい事業なので継続が望ましいが、プレミアム部分に係る町
の負担が大きいので、負担割合を下げ、かつ規模拡大につながるような取組を検討していただきたい。

□

事業の縮小を検討する。

事業の休止、廃止を検討する。

事業の方向性

□


